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２Ｊ１９ 

技術の用途拡張と企業の事業拡張 

 

 
○曺 圭哃（亜細亜大学） 

 

 

 
近年の市場の多様化とデジタル化の進展に伴う製品のライフサイクルの短縮化及び事業の

ライフサイクルが短縮化する環境の下では、企業が開発した技術の想定される用途に対する価

値は、比較的低く評価されざるを得ない。本研究は、近年の環境の下で、技術用途の価値を維

持し、向上させるための企業のマネジメントに関して、調査・整理したものである。 
 

 
1. はじめに 
新興国経済の勃興による市場の多様化と、技術

的にはインターネットの普及とデジタル化の進

展に伴い、製品ライフサイクル及び事業のライフ

サイクルは短くなってきている。また、不況から

生じる悪循環1、生産活動における変化2もあり、

企業は、選択と集中に目を向けている3。しかし、

この選択と集中の行動をとることにより、廃棄・

売却される事業や技術の中で、その後、自社にそ

の効果が跳ね返ってくることがある。こうした問

題は、企業が保有する技術の使途（これを「技術

用途」と呼ぶ）の選択に関わる不確実性に由来す

ると考えられる。企業が長年研究開発費を投入し

成果が実る時期となっているが、企業を取り巻く

環境を考慮した際に想定される技術用途の価値

が比較的低く評価されることで、あるいはより有

力な他の技術が開発されることで、廃棄あるいは

売却されるかの研究開発投資の削減が強いられ

る技術が、後に大きな価値を生み出すような事態

が生じているのである。長年蓄積してきた技術の

活用に関する見通しは、企業にとって重要な問題

である。このような技術用途の不確実性への企業

の対応が、事業や技術の短いライフサイクルへの

対応の成否を決定付けると思われる。 
2. 技術と用途における不確実性と回避 
研究開発においては、技術と用途をめぐり不確

実性が存在する4。技術を巡る不確実性は、技術そ

のものが開発当時の科学水準に影響されること

や技術で対応しようとするニーズの範囲に限界

があることで生じる不確実性である5。企業は、想

定したニーズを満たす技術を開発しようとする

が、開発した技術が事前に想定したニーズを満た

すことができないかもしれないという不確実性

が存在するため、複数の技術を開発し、その中で

実現可能な技術を選別することで、不確実性を回

避しようとする。この回避の行動を本研究では、

「技術拡散・用途集約型」の回避行動と呼ぼう。 

一方で、用途を巡る不確実性は、技術の応用先

である用途が実際に使用されるかどうかの不確

実性である。開発された技術は、その応用先であ

る用途が、実際にどの製品にも用いられなければ、

開発した意味が無い。そこで企業は、技術の応用

先を広く想定し、その技術の使用可能性を広げる

ことで、用途に関する不確実性を回避しようとす

る。この回避の行動を本研究では、「技術集約・

用途拡散型」の回避行動と呼ぼう。 

ここで、多数の技術を、幅広い用途に応用する

ことで、技術と用途に関わる不確実性を回避する

ことは、それと引き換えに大きなコストを発生さ

せため、企業が経済合理性を技術開発に求めるな

ら、技術と用途の両方で不確実性を回避すること

は難しいものと考える6。 

3. 事業における不確実性 

企業は、技術的な不確実性を回避すると同時に

事業における不確実性をも回避しなければなら

ない7。企業の事業行動は、技術には依存しない市

場での顧客ニーズやさらにこれを取り巻く社会

環境の影響を受けて決定される部分も大きい。こ

うした顧客ニーズや社会環境を巡る不確実性は、

それらの流動性に基づく不確実性である。ニーズ

が急に出現したり、消滅したり、社会環境が大き

く変化することで生ずる不確実性である。この不

確実性を回避するために、収益性のない事業部門

を切り捨てる選択と集中の行動をとるか、収益性

のある市場を見つけ出しその市場に参入する多

角化の行動をとるか、の二つであると考えられる。

ここで、選択と集中の行動は、負の循環8を起こす

可能性があるため、企業が事業における不確実性

を回避するためには、多角化を行うと考えられる。

つまり、企業は、市場に変化が現れた場合に備え、
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多角化を行い、多様性を増やすことで変化に対応

しようとするのである。市場は、顧客の要求ニー

ズとその要求ニーズを満たす製品・サービスの結

合によって形成されている9。市場の多様性を増や

すために企業は、対応する顧客のニーズや保有し

ている用途を多様化する。その際、企業は、特定

用途を複数の顧客のニーズに対応させようとす

る「ニーズ探索・用途集約型」の回避の行動をと

るか、特定のニーズを充足するための用途を探索

的に開発しようとする「ニーズ特定・用途拡散型」

の回避の行動をとるか、のいずれかになると考え

られる。 

4. 研究開発戦略と経営戦略の整合 

研究開発と経営においては、密接な関係があり
10、その戦略的な方向性が整合しなければならな

い。企業の研究開発部門は、将来の事業で使用す

るための製品・サービスを開発するために企業内

に存在している。企業の経営戦略は、企業を長期

的に維持・発展させるために、企業の事業におい

て判断する基準や企業発展の方向性などを示す

ものである。研究開発は、その焦点が示されなけ

れば拡散に向かう傾向がある。研究開発投資は、

企業の経営においてコストを発生するものであ

るが、長期的に収益に結びつくものでなければな

らない。企業の収益は、企業の認識の下で認めら

れるものであり、企業が収益を得るためには、製

品・サービスの提供によって発生するものである。

つまり、研究開発は、企業の長期の経営に必要な

製品・サービスを開発することにより、企業の持

続的な経営を支えるものになる。 

5.不確実性回避行動の整合 
技術における不確実性を回避する二つの行動

と事業における二つのそれとの関係は、図表 1の

ように表現される。組合のそれぞれを、a, b, c, 

d という記号で表す。 

図表 1―技術と事業の回避行動の整合関係 

 
b, cの組合せは技術の提案用途と事業の要求用

途の間での不整合関係が固定的である。b は、技

術側では用途を拡張しようとするが、事業側では、

要求用途が集約されている。これでは、事業の要

求用途と技術の提案用途の間で不整合が生じる。

すなわち、事業で使用しない用途を技術側で開発

する状況である。そして、c は、事業側では多く

の用途を要求しているが、技術側では用途を集約

した状況であり、用途を拡張しようとする事業を、

技術が支えないという不整合が生じる。したがっ

て、企業の不確実性回避の行動として、ｂ、ｃは

不適切と言える。一方、a、dは、その整合性が一

定の程度保たれている。a は、技術の提案用途と

事業の要求用途は、明確に集約され、整合してい

ると考えられる11。d は、技術と事業の間で用途を

拡張しようとし、整合がされていると考えられる

が、技術の提案用途と事業の要求用途の間にズレ

が発生し、不整合関係になる可能性もある。 

前に述べたように、企業が不確実性を回避する

ためには、技術側と事業側の回避行動における不

整合を解消する必要があるが、d の行動で不整合

を解消することができなければ、企業は事業・製

品のライフサイクルの短縮化に対応できない状

態に留まる。ここで、d の行動をとる企業にとっ

て不整合を解消していくためのマネジメントを

分析することで、企業の研究開発を巡る不確実性

の回避行動に関して示唆を得たい。 

6.事例研究 
本研究では、デジタルカメラの登場により、使

用してきたフィルム技術の技術用途を拡張した

富士フイルムホールディングス社（以下、富士フ

イルム）を分析対象とする。 

6.1 富士フイルムの事業縮小 
富士フイルムは、写真フィルムの開発・製造に

おいては、業界のトップの規模を持ち、長年の間、

写真フィルムに集中してきた12。しかし、1990 年

代から写真フィルムの市場環境が大きく変わっ

たのである。この市場環境の変化は、デジタルカ

メラの登場によってもたらされたものである。デ

ジタルカメラは、撮像素子（光学センサ）で画像

を認識し、デジタルの形式で画像を保存するカメ

ラである。このデジタルカメラは、当時、写真フ

ィルムで映像を保存する一般カメラと違い、撮影

した画像をすぐ確認することができ、それに加え

て、デジタル画像の編集することなどが可能であ

るため、使用者へ与える利便性が高く、フィルム

カメラの市場を縮小に追い込んだ。そして、フィ

ルムカメラの市場の縮小に伴い、フィルムカメラ

の画像の保存素材であるフィルム市場も縮小し

た。この変化に対して、富士フイルムは、1988 年

に DSC（デジタルスチルカメラ）を開発し、1993

年に発売するなど、デジタルカメラの開発を行い、

自らデジタルカメラ市場に参入した。しかし、こ

の新たな領域への参入と引き換えに富士フイル

ムの柱事業である写真フィルム事業はさらに縮

小することになった。 
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6.2 化粧品事業の育成 
フィルム事業が縮小している中、富士フイルム

は中期経営計画の策定(2004 年 2 月)と伴い、ヘル

スケア・医薬品事業(化粧品事業を含む)へ参入す

ることを決定した13。この参入のためには、富士

フイルムの研究所である朝霞研究所の名称をラ

イフサイエンス研究所に改称(2004 年 6 月)し、ヘ

ルスケア・医薬品事業を立ち上げるための研究開

発を始め、研究開発へ積極的に投資する14半面、

大規模のリストラを実行した。その他、富士フイ

ルム新事業ファンドを設立し(2004 年 9 月)、化粧

品事業を育成する際に他社と合弁を行い、足りな

い資源を補った15。また、富士フイルムは、事業

部研究所制の体制から先進研究所制16に体制を変

え（2006 年 4 月）、異なる部門から 600 人の研究

者を集めた。これは、企業の内部に蓄積されてい

た技術シーズの棚卸しをするためであった。その

結果、2006 年 9 月に機能性化粧品である「エフス

クエアアイ」シリーズや機能性体内ケア食品であ

る「エフキューブアイ」を発売した。しかし、こ

れらの製品は、市場に不適合した17。その経験に

加え、2007 年 6 月に、機能性化粧品である「アス

タリフト」のシリーズを発表し、現在に至るまで、

市場で販売をしている。そして、化粧品事業に関

して一定の成功を収めていると評価している18。 

7. 写真フィルムの技術と化粧品の技術の類似性 
中期経営計画の策定に従い、研究開発部門では、

写真フィルム事業で蓄積してきた化学の技術を、

化粧品事業への進出のために技術を応用した。こ

の化粧品事業への進出において重要な技術の類

似性は三つあるが、これらの技術は各事業のため

に開発されたもので互いの技術においては相互

関係を持っていなかったのである。一つは、コラ

ーゲンの活用技術である。一般的には、写真フィ

ルムの主原料であるコラーゲンが肌の成分であ

ることが知られている。富士フイルムはもともと

フィルムにおける研究開発を行ってきた。二つは、

抗酸化技術である。抗酸化技術は、写真フィルム

や印刷された写真の変色を防止させるために、富

士フイルムが研究開発を行ってきた技術である。

その抗酸化物質の中の一つであるアスタキサン

チンは、富士フイルムの長年の研究開発活動で企

業の研究開発のデータベースに蓄積されていた

ものであり、化粧品の主成分として使われている。

三つは、微粒子の制御技術である。微粒子の制御

技術は、医薬や電子製品の業界など多様な分野で

使用されている。富士フイルムでは写真の印刷の

品質を高めるための用途で研究していた。 

8. 技術的な提案と事業での使用 
このように写真フィルムと化粧品の間には、技

術的に一定の類似性がある。この類似性は、社会

的にも認識されていて、富士フイルムの社内でも

認識をしていた。2004 年以前に、富士フイルムの

研究開発部門では、この類似性を基盤に、化粧品

事業への参入の可能性に関して社内で提案をし

ていたが、写真フィルムの事業が健全であったた

めに、新しい事業の育成の意思決定はされなかっ

た。この点は、富士フイルムにおいて、技術の不

確実性に対する対処（化粧品への進出の提案＝用

途拡張）と事業の不確実性に対する対処（安定し

ている事業の遂行＝用途集約）の間で不整合が生

じていたと考えられる。これに関して、企業が既

存事業と区別される新しい取り組みを始める際

に、既存事業が健全であることは、新しい取り組

みを妨げる要因になる。それに対して、事業を巡

る不確実性が高いと認識する企業は、持続的に不

確実性を減らすために、企業が対応している市場

を多様化させるための努力を注ぐと考えられる。 

9. まとめ 
以上の富士フイルムの事例をまとめると、富士

フイルムの技術および事業における不確実性回

避の整合化のマネジメントが成功した背景には、

次のようなことが条件として存在していたと考

えられる。まず、一つは、 社員においてフィル

ム事業の衰退やリストラにより危機感が生じて

いた。この危機感は、事業の不確実性の回避の必

要性を増やし、経営戦略の新事業の育成に対して

動機を与える要因となったと考えられる。二つは、

富士フイルムに技術的な基盤が存在していた。富

士フイルムは、長年フィルムの技術やその周辺技

術において先行し、蓄積していた。三つには、フ

ィルムと化粧品の技術は技術的に類似していた。

フィルムと化粧品は、コラーゲンを主原料とする

化学領域である。この三つの条件は、技術と事業

を巡る不確実性を回避するために、必要な条件で

あると考えられる。この条件の下で、富士フイル

ムは技術、事業、市場に対してマネジメントを行

ったと考えられる。技術に関して、蓄積してきた

技術の棚おろしをし、その技術を新しく結合させ

た。そのためには先進研究所を設立し、異質的な

分野の研究者を集めた。事業に関しては、不確実

性を認識し、新事業の育成の必要性を社内外に発

信した。そして、足りない資源を他社と合弁して

補った。市場に対しては、市場性を評価するシス

テムを強化し、市場からの評価に迅速に対応した。

富士フイルムは、このようなマネジメントを行っ

たことで技術用途の価値が比較的低く評価され、

研究開発投資の削減が強いられる技術の新事業

での使用を可能にし、技術に新しい価値を与える

ことができたと考えられる。 
10. 考察 
富士フイルムの事例では、フィルム事業で蓄積
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してきた技術において、事業の拡張をし、新しい

価値を加えた。事例では、技術的な類似性や事業

環境の変化により新事業開発の動機が高まった

ことが技術用途を拡張し、新事業を育成するに必

要な条件であると考えられる。一方で、長年間の

蓄積してきた技術の基盤があったので、新事業向

けの製品の開発時に、時間やコストが削減できた

と考えられる。但し、長年間の事業を運営した経

験は、新事業の育成するために、必要な危機感を

大きくするかもしれない。本研究では、技術用途

における不確実性の回避という観点から、企業全

体の不確実性の回避行動を調査・分析し、それを

整理したものである。しかし、本研究は、一般的

な仮説を提示するには至っておらず、また、その

仮説を実証するためには、補うべき部分がまだ多

い。製品のライフサイクルの短縮化やコモディテ

ィ化が進み、企業の研究開発投資に対するコスト

を回収することが難しくなっている環境におい

ては、企業の不確実性に対する取り組みが重要で

ある19。今後もその重要性は高まるものであり、

不確実性の回避という観点で、今後も考察を行う。 
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